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・平成16年－小･中学校におけるＬＤ(学習障害)、ＡＤＨＤ(注意欠陥多動性障害)、
高機能自閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン
（試案）作成

・平成17年－発達障害者支援法制定

・平成18年－教育基本法改正（※障害のある者への教育上必要な支援を講じる義務）

・平成18年－ＬＤ、ＡＤＨＤも通級による指導の対象（※併せて自閉症を明記）

・平成19年－学校教育法等の一部改正
・特別支援教育の本格的実施（「特殊教育」から「特別支援教育」へ）

→特別な場で教育を行う「特殊教育」から、一人一人の教育的ニーズに応じた

適切な指導及び必要な支援を行う「特別支援教育」に発展的に転換。

盲・聾・養護学校を特別支援学校に一本化、特別支援学校のセンター的機能
や小・中学校等における特別支援教育（発達障害を含む障害のある児童生徒
に対する支援） など

・平成20年－発達障害教育情報センターの開設

→発達障害に関わる教員及び保護者をはじめとする関係者への支援を図り、

広く国民に対して、情報発信を行う「発達障害教育情報センター」を

（独）国立特別支援教育総合研究所に開設。

・平成20年－教科書バリアフリー法施行及び著作権法改正（発達障害の明記等）

・平成20年･21年－幼稚園・小・中・高等学校の学習指導要領改訂
（学習指導要領解説において､通常の学級におけるＬＤ、ＡＤＨＤ、
自閉症のある児童生徒への適切な指導が明記）

近年の特別支援教育の動向（発達障害を中心に）①

-1-



・平成21年－特別支援学級の対象に自閉症を明記

・平成21年－高等学校における特別支援教育の推進について（高等学校ＷＧ）

→高等学校におけるキャリア教育・就労支援、入学試験における配慮 など

・平成23年－障害者基本法改正（発達障害の明記等）

→障害のある者が十分な教育が受けられるようにするため可能な限り共に教育を

受けられるよう配慮､本人･保護者の意向を可能な限り尊重､交流及び共同学習､

人材確保・資質向上､適切な教材等の提供､その他の環境の整備 など

・平成23年－「教材整備指針」の策定について

→小･中学校に係る教材に「特別支援教育に必要な教材」を新たに例示

学習障害、注意欠陥多動性障害の児童生徒に対する教材についても例示

・平成24年－中教審初中分科会報告（共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム
構築のための特別支援教育の推進）

→就学相談・就学先決定の在り方、合理的配慮及び基礎的環境整備の観点整理、

すべての教員に対する発達障害に関する一定の知識・技能の向上 など

・平成24年－通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する
調査結果の公表

・平成25年－障害者差別解消法制定（一部を除き平成28年4月施行）

・平成26年－障害者権利条約批准

・平成27年－障害者差別解消法に基づく政府基本方針、

文部科学省所管事業分野の基本方針の策定 など

近年の特別支援教育の動向（発達障害を中心に）②
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発達障害者支援法（H17成立）、教育基本法（H18改正）
及び学校教育法改正（H19改正）
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（教育）

第８条 国及び地方公共団体は、発達障害児（１８歳以上の発達障害者であって高等学校、

中等教育学校及び特別支援学校に在学する者を含む。）がその障害の状態に応じ、

十分な教育を受けられるようにするため、適切な教育的支援、支援体制の整備その他

必要な措置を講じるものとする。

② 大学及び高等専門学校は、発達障害者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配慮を

するものとする。

（教育の機会均等）

第４条第２項 国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な
教育を受けられるよう、教育上必要な支援を講じなければならない。

発達障害者支援法

教育基本法 ⇒ 第４条第２項の新設

第８１条第１項 幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項

各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要と

する幼児、児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による

学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行うものとする。

学校教育法 ⇒ 第８１条の改正



○主な発達障害の定義
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発達障害とは、発達障害者支援法には「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥
多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定め
るもの」と定義されています。

下記は、主な発達障害の定義です。

自閉症の定義 ＜Autistic Disorder＞
（平成15年3月の「今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)」参考資料より作成）

自閉症とは、３歳位までに現れ、①他人との社会的関係の形

成の困難さ、②言葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭く特定

のものにこだわることを特徴とする行動の障害であり、中枢神経

系に何らかの要因による機能不全があると推定される。

高機能自閉症の定義 ＜High-Functioning Autism＞

（平成15年3月の「今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)」参考資料より抜粋）

高機能自閉症とは、３歳位までに現れ、①他人との社会的関

係の形成の困難さ、②言葉の発達の遅れ、③興味や関心が狭

く特定のものにこだわることを特徴とする行動の障害である自閉

症のうち、知的発達の遅れを伴わないものをいう。

また、中枢神経系に何らかの要因による機能不全があると推

定される。

学習障害(LD)の定義 ＜Learning Disabilities＞

(平成11年７月の「学習障害児に対する指導について(報告)」より抜粋)

学習障害とは、基本的には全般的な知的発達に遅れはない
が、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特

定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すも

のである。

学習障害は、その原因として、中枢神経系に何らかの機能障

害があると推定されるが、視覚障害、聴覚障害、知的障害、情

緒障害などの障害や、環境的な要因が直接の原因となるもので

はない。

注意欠陥多動性障害（ADHD）の定義
＜Attention-Deficit/Hyperactivity Disorder＞

（平成15年3月の「今後の特別支援教育の在り方について(最終報告)」参考資料より抜粋）

注意欠陥多動性障害とは、年齢あるいは発達に不釣り合いな

注意力、及び／又は衝動性、多動性を特徴とする行動の障害で、

社会的な活動や学業の機能に支障をきたすものである。

また、７歳以前に現れ、その状態が継続し、中枢神経系に何ら

かの要因による機能不全があると推定される。

※ アスペルガー症候群とは、知的発達の遅れを伴わず、かつ、自閉症の特徴のうち言葉の発達の遅れを伴わないものである。なお、
高機能自閉症やアスペルガー症候群は、広汎性発達障害に分類されるものである。



1． 特別支援教育の理念

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体
的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズ
を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、
適切な指導及び必要な支援を行うものである。

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な
遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍
する全ての学校において実施されるものである。

さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障
害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍で
きる共生社会の形成の基礎となるものであり、我が国の現在及び将来の社会に
とって重要な意味を持っている。

１．特別支援教育の現状 ～特別支援教育の推進について
（平成19年4月1日付け19文科初第125号文部科学省初等中等教育局長通知）～

◎学校教育法

第８１条 幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいずれかに該当する幼児、児童及び生徒そ
の他教育上特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対し、文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活
上の困難を克服するための教育を行うものとする。

第７２条 特別支援学校は、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同じ。）に対
して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図
るために必要な知識技能を授けることを目的とする。

-5-



視覚障害
聴覚障害
知的障害
肢体不自由

0.83（％）（約９万１千人）

視覚障害 知的障害
聴覚障害 肢体不自由

特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数 １０１９万人

自閉症
学習障害（ＬＤ）

注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）

0.67％
（約６万９千人）

0.82％

（約３４万人）

3.33％

（約８万４千人）

視覚障害 肢体不自由
聴覚障害 病弱・身体虚弱
知的障害 言語障害

自閉症・情緒障害 1.84％

小 学 校 ・ 中 学 校

病弱・身体虚弱

特別支援学級

通常の学級
通級による指導

（約１８万７千人）

特別支援教育の対象の概念図（義務教育段階）

（特別支援学級に在籍する学校教育法施行令第２２条の３に該当する者：約１万７千人）

（平成２６年５月１日現在）

肢体不自由
病弱・身体虚弱
情緒障害

視覚障害
聴覚障害
言語障害

※この数値は、平成24年に文部科学省が行った調査(抽出)において、学級担任を含む複数の
教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。

（通常の学級に在籍する学校教育法施行令第22条の3に該当する者：約2,400人（うち通級 : 約230人））

発達障害（ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒：6.5％程度※の在籍率
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１.特別支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高等部）在籍者の推移

特別支援学校

在籍者数計
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３．特別支援学級在籍者数の推移

自閉症・情緒障害

言語障害

難聴

弱視

病弱・身体虚弱

肢体不自由

知的障害

90,851
96,811

104,544
113,377

124,166
135,166

145,431
155,255

164,428 174,881

187,100

１．特別支援教育の現状 ～特別支援学校等の在籍者数の推移（各年５月１日現在）～
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４．通級による指導を受けている児童生徒数の推移

（公立小・中学校合計）

注意欠陥多動性障害

学習障害

自閉症

情緒障害

難聴その他

言語障害

H10
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質問項目に対して担任教員が回答した内容から、知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい
困難を示すとされた児童生徒の困難の状況のうち、主要なものは以下のとおり。

推定値（９５％信頼区間）

学習面又は行動面で著しい困難を示す ６．５％（６．２％～６．８％）

学習面で著しい困難を示す
Ａ：学習面で著しい困難を示す

４．５％（４．２％～４．７％）

行動面で著しい困難を示す ３．６％（３．４％～３．９％）

Ｂ：「不注意」又は「多動性－衝動
性」の問題を著しく示す

３．１％（２．９％～３．３％）

Ｃ：「対人関係やこだわり等」の問
題を著しく示す

１．１％（１．０％～１．３％）

学習面と行動面ともに著しい困難を示す １．６％（１．５％～１．７％）

Ａ かつ Ｂ １．５％（１．３％～１．６％）

Ｂ かつ Ｃ ０．７％（０．６％～０．８％）

Ｃ かつ Ａ ０．５％（０．５％～０．６％）

Ａ かつ Ｂ かつ Ｃ ０．４％（０．３％～０．５％）

（％）

（ポイント）

（％）

（ポイント）
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図１ 学習面

図３ 行動面(対人関係やこだわり等)

図２ 行動面(不注意、多動性-衝動性)
（ポイント）

（ポイント）

（ポイント）

表① 知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合

１．特別支援教育の現状 公立小中学校の通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な
教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果（概要）① 平成24年12月公表（文部科学省調査）
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※調査対象：全国（岩手、宮城、福島の3県を除く）の公立の小・中学校の通常の学級に在籍する
児童生徒を母集団とする抽出調査（標本児童生徒数：53,882人（小学校：35,892人、中学校：
17,990人）、回収率は97％）

※留意事項：担任教員が記入し、特別支援教育コーディネーター又は教頭による確認を経て提出
した回答に基づくもので、発達障害の専門家チームによる診断や、医師による診断によるもので
はない。 従って、本調査の結果は、発達障害のある児童生徒の割合を示すものではなく、発達
障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒の割合を示すことに留意。

●公立小中学校の通常の学級に在籍している発達障害の可能性のある特別な教育的支
援を必要とする児童生徒の割合は６．５％。



１．特別支援教育の現状 公立小中学校の通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な
教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果（概要） ② 平成24年12月公表（文部科学省調査）

● 「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関
する調査」協力者会議における本調査結果に対する考察（抜粋）

（学校に求める児童生徒への支援について）

学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児

童生徒を取り出して支援するだけでなく、それらの

児童生徒も含めた学級全体に対する指導をどのよう

に行うのかを考えていく必要がある。例えば、社会

生活上の基本的な技能を身に付けるための学習を取

り入れる、学習面又は行動面で著しい困難を示すと

された児童生徒が理解しやすいよう配慮した授業改

善を行うなどの対応を進めていくべきと考える。
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１．特別支援教育の現状

～一斉指導における全ての子供たちにとってわかりやすい授業について～日野市立第三小学校の例～

＜全体指導の工夫の例＞

目標や活動をしぼり、内容理解から論理へ
深まるようにする。

視覚・感覚・動作を入り口にして、思考で
きるようにする。

一人の考えを他の子供に伝え、理解や
思考を深めるようにする。

目標の焦点化

６年間の系統指導
内容

学年の指導内容

単元計画

１時間の指導の目
標

焦 点 化

説明文の
学習用語

の６年間系
統表

共 有 化

ヒント

考えの出し合い

モデリング

６年間を見通して指導内容を明確にし、子
供に身に付けさせたい力をはっきりとさせ
る。単元ごとの指導事項の明確化、児童の
活動、評価についても焦点をしぼることがで
きる。

内容のイメージ化や文の理解を図る。本
文だけではなかなかイメージしにくい児
童にとっては内容のわかりやすさにつな
がり、他の児童にとっては更に深い思考
につながる。

視 覚 化

ことばの見える化

「擬態」を

ペープサートで
表現する。

むささびを見て
みよう？

自信のない児童が発表できるようになっ
たり、一人一人が考えを深めることにつ
ながる。

授業において想定される子供のつまずきを明らかにし、そのつまずきに応じた「全体指導の工夫」、「個別の支援」
の内容を検討・決定する。
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※１：専門教育を主とする学科
※２：普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に施す学科

－課程別、学科別における高等学校進学者中の発達障害等困難のある生徒の割合－

【調査対象】
平成１４年度の文部科学省全国調査※に準じた方法で、実態調査を実施した中学校における

平成２０年度卒業の生徒の一部について実施（対象生徒数約１万７千人）。

【集計結果】
調査対象の中学校３年生のうち、発達障害等困難のある生徒の割合は約２．９％であり、そ

のうち約７５．７％が高等学校に進学することとしている。
これらの高等学校に進学する発達障害等困難のある生徒の、高等学校進学者全体に対する

割合は約２．２％。

【実施方法】
平成１４年度の文部科学省全国調査に準じた方法で、平成１８年度以降に実態調査を実施した

中学校の３年生の一部を対象として、各中学校において発達障害等困難のある生徒の卒業後の

進路を分析・推計※

※ 「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」

※ 学級担任を含む複数の教員により判断したものであり、医師の判断による発達障害のある生徒の割合を示したものではない。

課程別 学科別

全日制 １．８％ 普通科 ２．０％

定時制 １４．１％ 専門学科※１ ２．６％

通信制 １５．７％ 総合学科※２ ３．６％

１．特別支援教育の現状

発達障害等困難のある生徒の中学校卒業後における進路に関する分析結果 概要

（平成２１年３月時点）
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区 分

卒業者 進学者 教育訓練機関等入学者 就職者
社会福祉施設等

入所・通所者
その他

高校等 高等部 計 Ｂ/Ａ 専修 専修 職業能 計 Ｃ/Ａ Ｄ Ｄ/Ａ Ｅ Ｅ/Ａ Ｆ Ｆ/Ａ

Ａ Ｂ （高等）（一般） 力開発 Ｃ

人 人 人 人 ％ 人 人 人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

視覚障害 178 7 170 177 99.4 － － － － － － － － － 1 0.6

聴覚障害 440 39 401 440
100.
0

－ － － － － － － － － － －

知的障害 7,005 28 6,883 6,911 98.7 4 － － 4 0.06 － － 45 0.6 45 0.6

肢体不自由 1,638 15 1,588 1,603 97.9 － － － － － － － 16 1.0 19 1.2

病弱 387 163 200 363 93.8 2 － 1 3 0.78 1 0.26 14 3.6 6 1.6

計 9,648 252 9,242 9,494 98.4 6 － 1 7 0.07 1 0.01 75 0.8 71 0.7

中学校特別
支援学級

17,342 5,320 10,99816,318 94.1 261 30 64 355 2.0 145 0.84 440 2.5

①高校等：高等学校及び中等教育学校後期課程の本科・
別科、高等専門学校

②高等部・・・・・・・・特別支援学校高等部本科・別科

③職業能力開発・・・・・職業能力開発校、障害者職業能力
開発校等

④社会福祉施設等入所･通所者・・・・児童福祉施設、障害支援施設等、
更正施設、授産施設、医療機関

⑤中学校特別支援学級卒業者その他には、社会福祉施設
等入所・通所者を含む。

⑥四捨五入のため、各区分の比率の計は必ずしも100%にならない。

※

【平成２６年３月卒業者】

１．特別支援教育の現状
特別支援学校中学部及び中学校卒業者の状況－国・公・私立計－

●中学校特別支援学級卒業者の約３分の１が高校等に進学している。
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平成２０年発達障害教育情報センターの開設



○国語の指導上の配慮例 （自閉症 ）

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 発達障害教育情報センター ＨＰ より
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○国語の指導上の配慮例 （学習障害）

-15-

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 発達障害教育情報センター ＨＰ より



○指導上の配慮例 （ADHD）

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 発達障害教育情報センター ＨＰ より
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○インクルーシブ教育システム構築モデル事業指定校の実践事例
（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルＤＢ） より）

幼稚園・年少の幼児の事例

・集団の場は苦手であり、集会や写真撮影等で人が集まっている場所を拒み、立
ち去ろうとする様子が見られる。

・変化に敏感で気持ちが不安定になりやすく、気持ちの切替えに時間がかかる。

・「お絵かき」「滑り台」など自分が遊びたいこと等を単語で要求することができる。

配慮の例

・給食の時間は他の幼児と同じテーブルに座れず食事にも気持ちが向かなくなるた
め、初めは学級にパーテーションで仕切った安心できる空間を用意し、食事に気持
ちが向くようにした。その後、好きなおやつのときに促すと友達のそばで食べられた
ため、毎日繰り返して、給食も一緒に食べられるようになった。

・慣れない活動はその都度イラストで描いて説明するとともに、写真や絵カードを見
せ、理解を促すようにした。

・自分の思い通りにならないとささいなことでもパニックになることが多いため、全教
職員が共通理解の上、強い静止や禁止をできるだけ避けるようにした。

幼児の状況
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○インクルーシブ教育システム構築モデル事業指定校の実践事例
（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルＤＢ） より）

小学２年（通常の学級）の生徒の事例

・不安傾向が強い。 ・アスペルガー症候群の診断を受けている。
・集団のルールを乱す児童が許せずに注意し続けることがある。

・学年相当の教科等の内容を学んでいるが書字に時間がかかったり、一斉の指
示が理解できなかったりすることがある。

配慮の例

・書字に時間がかかり、学習のスタートが遅れてしまうことがあるため、学習課題を
コピーし、ノートに貼付した。貼付するプリントは全文を貼付する方法や、キーワード
等のみを穴埋め形式にする方法を採用した。

・授業における過度の不安や緊張を取り除くため、クラスの児童の前で発表する機
会を積極的に設けた。発表する際は、児童の考え方を確認し、自信をもって発表で
きると励ました。また、発表の仕方をワークシートで用意し、見ながら発表した。

・電子黒板やデジタル教材を積極的に活用し、段落ごとに文章を拡大表示したり、
色分けした形でキーワードにマーカーを引いたりするなどの児童の注意を視覚的に
促した。

生徒の状況
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中学１年（通常の学級）の生徒の事例

・発達検査では全体的には年齢相応の発達であるが、聴覚情報を記憶したり、書
くなどの操作を素早く処理することが苦手であるという特性が明らかになった。

・学習に対する意欲を維持することができず、忘れ物も多い。

配慮の例

・黒板を見ながら書き写すことが困難であるので、協力員が板書をタブレット型端
末で写真記録し、生徒が自分のペースで書き写すことができるようにした。

・生徒にかかわる教科担任が集まり、学級担任から「見通しをもてるようにするこ
と。具体的な指示を明確に出すこと、書く量に配慮すること」について確認をし、各
教科で共通して配慮することとした。

・黒板とノートを交互に見ながら書くことが苦手で行からはみ出したり飛ばして書
いたりしてしまうため、ノートを横罫線からマス目にし、ノートのどこに何を書けば
よいかを具体的に伝えるようにした。

生徒の状況

○インクルーシブ教育システム構築モデル事業指定校の実践事例
（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所インクルーシブ教育システム構築支援データベース（インクルＤＢ） より）

-19-


	近年の動向
	主な発達障害の定義
	特別支援教育の現状
	発達障害教育情報センターについて
	インクルーシブ教育システム

